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Ⅰ　肉用牛生産の近代化に関する方針

Ⅱ　肉用牛の飼養頭数の目標

（注）１．繁殖雌牛とは、繁殖の用に供する全ての雌牛であり、子牛、育成牛を含む。

　　　２．肉専用種のその他は、肉専用種総頭数から繁殖雌牛及び肥育牛頭数を減じた頭数で子牛を含む。以下、諸表において

　　　　同じ。

　　　３．乳用種等とは、乳用種及び交雑種で、子牛、育成牛を含む。以下、諸表において同じ。

　肉用牛計画については、策定基準を満たしていないが、新十津川町の肉用牛の振興を図るため、市町村計画の内容に準ずる計画とし
て策定する。

141

（成牛106頭）

（子牛22頭）

（育成牛13頭）

（１）本町の肉用牛生産の位置付けと展開方向
　　　本町は、恵まれた土地資源を活用し、水稲との複合経営により、昭和33年に３頭の繁殖雌牛を導入して以来、着実な振興が図られて
    おり、本町の肉用牛農家は、黒毛和種の繁殖経営・一貫経営・肥育経営と乳用種肥育経営・乳用交雑種素牛経営と多種多様な経営体が
    あるところだが、各経営体の中でおいても情報共有、研修会等を通じ飼養衛生管理技術の向上に努めている。また優良後継牛の確保に
    も取り組んでおり、家畜市場における肥育農家や繁殖農家の購買者から求めるニーズに併せた繁殖雌牛、素牛及び肥育牛の生産に努め
    るなど、市場での評価も高いなど、家畜を飼養する農家は少数・小規模ではあるが、本町の農業生産を支える重要な経営となっている。
　　　しかし、近年においては、本町の繁殖経営を中心に高齢化や後継者不足による離農が進み飼養頭数の減少が続いている。
　　　また、地震や台風をはじめとした自然災害、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の長期化など、不測の事態が生じた場合におい
    ても畜産経営の継続が可能となるよう、生産者個々の経営体質の強化が求められる。
　　　こうした状況下で、生産基盤の維持を図り、飼養頭数の大幅な減少を避けるためには、地域の生産基盤の強化及び収益性の向上を目
    指すため、生産者をはじめ町、農協等の関係機関が連携し、畜産クラスターの継続的な取り組みを推進し、生産者の前向きな意欲、更
    なる創意工夫、自給飼料の増産、育種改良に努め、他地域との差別化を図り経営の安定化を目指していく。

　　　本町は道内でも有数な稲作地帯であるが、肥育農家における肉質向上に不可欠な稲わらは不足していることから、稲わらを有効に活
    用できるよう収穫利用体系を整備することでコスト削減を目指すとともに、転作作物の一つとして、栄養価の高い牧草や飼料用米を生
    産し自給飼料の増産を図っていく。また、平成18年度に開設した公共牧場を活用することにより、労力の省力化を図り、稲作、畑作な
    どとの複合経営の安定化を更に目指していく。

　　　環境に負荷をかけない資源循環型畜産経営の確立に向け、畜産農家の経営規模や地域の実情に応じた堆肥舎等施設整備を図り良質な
    堆肥生産を推進とするとともに、家畜排せつ物を農業生産における貴重な有機質資源と位置付け、自己経営農地や地域内を基本とした
    耕畜連携した循環利用体系の確立を推進する。

　　　家畜を快適な環境で飼養し、その能力を最大限に発揮させ生産性の向上を図るとともに、より安全・安心な畜産物を提供するため
    に、家畜の検査や監視による防疫体制を強化するとともに、海外悪性伝染病の侵入防止に向けた農場における侵入防止対策の実施など
    飼養衛生管理基準に基づく衛生管理を徹底し、万が一に備えた防疫対策の強化を推進する。また、ＧＡＰや農場ＨＡＣＣＰの手法を取
    り入れた飼養管理技術の普及を推進する。

　　　肉用牛の改良については、生産コストの低減と所得の確保を目標に産肉能力や繁殖性の向上を基本とした改良を進めるため、育種価
    の活用及び地域での授精卵の採卵事業を拡充し、繁殖雌牛の指定交配や優良雌牛の地域内保留を推進する。また畜産先進地等より積極
    的に新技術を取り入れ普及に努める。

現在（平成30年度） 目標（令和12年度）

肉専用種 乳用種等

頭

72

（２）自給飼料基盤に立脚した畜産経営の育成

（５）家畜改良の推進と新技術等の普及

（３）資源循環型で環境負荷軽減に資する肉用牛生産の推進

（４）畜産物の安全・安心の確保
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Ⅲ　近代的な肉用牛経営方式の指標

　肉用牛経営方式

　　（１）肉専用種繁殖経営

（ ha) kg

（注）１．「方式名」欄には、経営類型の特徴を、「備考」欄には「方式」の欄に掲げる方式を適用すべき区域名等を記入すること。

      ２． ６次産業化の取組を織り込む場合には、基本方針の第３の票のように、６次産業化部門に係る指標を分けて記入すること。

　　　３．（注）１，２については、「２肉用牛経営方式」についても同様とする。
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　　（２）肉牛用（肥育・一貫）経営

kg

（注）１．繁殖部門との一貫経営を設定する場合には、肉専用種繁殖経営の指標を参考に必要な項目を追加すること。

      ２．「肥育牛１頭当たりの費用合計」には、もと畜費は含めないものとする。
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Ⅳ　肉用牛の飼養規模の拡大に関する事項

　　肉用牛
　　（１）地域別肉用牛飼養構造

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )
（注）（　）内には、一貫経営に係る分（肉専用種繁殖経営、乳用種・交雑種育成経営との複合経営）について内数を記入すること。

　　（２） 肉用牛の飼養規模の拡大のための措置
①規模拡大のための取組

②規模拡大は困難だが経営規模を維持するための取組

③①・②を実現するための地域連携の取組
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　家族経営が多いため、作業分担しながら作業できるよう省力化の図れる機械の整備及び施設整備を行う。牛舎整備や高性能機械導入
による労働時間削減により余剰労働力を活用し、肉用牛の飼育頭数の拡大、飼育管理改善等による生産性向上及び事故率低減による子
牛販売頭数の増加を図る。また、増頭推奨事業を活用し、繁殖牛の増頭、地域内の子牛の増産を図る。

　管内の繁殖牛の育種価による優良後継牛の選畜を行い、地域で採卵事業を拡充し、優良雌牛の確保を図ることにより、個体販売強化
による所得向上、経営安定を目指す。
　また、飼料用米を給餌した乳用肥育牛を生産することで、安心・安全なブランド牛としての確立をめざし、価格競争力を高める。

　地域にて一貫生産体制を確立し労働時間を削減し、飼養管理体制の充実を目指す。
　また、地域内で栽培された飼料用米を有効活用することで、地元の水稲農家が水田を保持しながら今後も米の生産に取り組む効果も
期待できる。
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Ⅴ　国産飼料基盤の強化に関する事項

　１　飼料の自給率の向上

肉用牛

①粗飼料基盤強化のための取組

②輸入とうもろこしの代替となる飼料生産の取組
　飼料用とうもろこしの作付け拡大及び水稲農家で作付けされた飼料用作物（稲ＷＣＳ・飼料用
米）を活用することで、飼料の自給率向上を図る。

　耕種農家と圃場の調整による作付地の集約化や遊休農地となりえる農地に牧草を作付することで
面積を拡大し、自給飼料の拡大及び生産コストの削減を目指す。
　また、高性能牧草収穫機械及び大型機械の導入により、労働負担の軽減や生産性の向上を図る。
　飼料作付マニュアルを作成し堆肥利用試験等を行い、結果をデータ化し情報共有できる講習会等
を通じて栽培管理の改善を図る。また、関係機関と連携を図り計画的な草地更新を行い、収量や草
地の経過年数、雑草の侵入割合を関係機関で共有し、高品質な粗飼料生産に取り組む。

現在 目標（令和12年度）

　２　具体的措置

42% 43%

飼料作物の作付延べ面積 170ha 283ha

飼料自給率



Ⅵ　

　肉用牛の共同出荷その他肉用牛の流通の合理化のための措置

   （１） 肉用牛(肥育牛)の出荷先                      

   （２） 肉用牛の流通の合理化                      

肉用牛の共同出荷その他の肉用牛の流通の合理化のための措置
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②
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　肉用牛の育成、肥育において、素牛の確保が基本であり、道内全域からの導入のほか、地域内一貫生産の推進、飼養衛生管理
技術の向上、生産コストの低減を図る。
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